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電事連の反転攻勢 原発は再生可能エネルギー人気女優（今田美桜）を使いテレビ宣伝

エネルギーミックスのオブラートで原発の押し売り
「先の読めない時代。大事なんだね、エネルギーミックス」電気事業連合会(電事連)が CM で流

すコピー。そしてつづるのが「日本は、エネルギー資源のおよそ 9 割を海外からの輸入に頼ってい
ます。そこで重要なのが、安全性の確保を大前提に、火力、再生可能エネルギー、原子力をバラン
スよく組み合わせた『エネルギーミックス』を実現することです。中でも原子力は、『エネルギーの
安定供給、経済効率性、環境への適合に最も優れた特性を持つ電源です』だと福島第一原発事故を
忘れたかのように、原子力推進を主張する。絶対にだまされてはいけない。それがウソだから。
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◆エネルギーミックスのまやかし、電事連は福島原発事故を忘れ原発再稼働に躍起！
発電時にCO2の排出削減が大切です。「日本では、発電電力量の76％を、CO2を排出する火力発電に頼っていま

す。普段の生活と地球環境を同時に守るには、火力発電のCO2の排出量の削減に加え、発電時にCO2を排出しない
再生可能エネルギーや原子力発電を最大限活用することが大切です。安定して電気を供給するために「エネル
ギーミックスが大事です。

【4人の今田さん】TVCM 環境篇｜電気事業連合会

東海第2原発の全容
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安全神話の復活を許さないは貫けたが、緩めば「安全神話」は復活する（曳田委員長）
9月 30日をもって退任する原子力規制委員会の曳田委員長が、最後の記者会見（9月 21日）で、

「安全神話の復活を許さない姿勢は貫けたが、将来も変わらない基礎を作ったとは思わず、緩んだ
らまた『安全神話』は復活する。電力会社は、審査を早めるよう求めていながら、基準そのものへ
の異論を出さない。それは理解を得るのが困難なことを知っているからだ。だからだ、率直な議論
もできずにいる。大きな課題がある」と指摘。原子力規制委員長は、「利益優先、安全と環境等は二
の次」の電事連の姿勢に疑義を唱えた。

GX実行会議は、原発規制を緩める 「安全神話」の復活を期待する電事連
これらの背景から GX（グリーントランスフォーメーション）実行会議（8 月 24 日）が設置された。岸田首

相は、「次世代原発の建設検討と来夏以降原発 17 基の再稼働を指示した。読売新聞が報道した原発再稼働につい
ての世論調査（8 月 24 日公表）は、再稼働賛成が 58 ％、反対が 39 ％。東海第二原発の地元茨城県でも、茨城新
聞が調査した「東海原発再稼働についてのアンケート調査」で、昨年まで再稼働賛成は 1 ／ 3 だったが、今年の
賛否は拮抗している。心が凍る思いをした。

“緩んだら安全神話復活”原子力規制委 更田委員長 最後の会見

国葬閣議決定に緊急反対集会 7／22 8時30分（官邸前）

「地球温暖化防止を掲げ、原子力依存の政府」を言い放していることに許さない」と小
出裕章さん（元京大原子炉実験所助教）は訴える。ユニオン平和が呼びかけた「5.29小出
裕章講演会」で、小出さんは、「国は原子力行政をこれからも強行すると言う。
①未来の無限のエネルギー、②安価な発電ができる、③厳重にするので安全である等々

を繰り返すが、一つひとつがウソであり、①ウランは化石燃料よりはるかに少ない。②発
電単価は昔から高かった。事故、処分費を含めたら話にならないほど高い。③フクシマ事
故が事実をもって、「安価な電源」を否定した。そこで、彼らは、『地球温暖化防止に役立
つ』ということを唯一の宣伝文句にした」。「化石燃料は二酸化炭素を排出する。それはウ
ランも同じ。採掘から精錬等の過程で二酸化炭素を排出。エネルギー浪費社会の廃止こそ」
と訴えている。



- 3 -

原発を復権させるのはだれのためか
独占資本はどこまでも最大限の利潤を追求して、労働者や農民や小零細経営者を犠牲にする。そ

のためには自らの国家、国家機関を大いに活用する。地震列島に原発を林立させた政府や歴代の首
相や通産（経産）大臣等々の責任は少しも問われない。先の最高裁判決でも、東電福島第一原発の
事故について、首相や政府や経産大臣等の国の責任はないことにされた。気楽な岸田首相も独占資
本に踊らされて、原発政策を突如転換した。「GX(グリーン・トランスフォーメーション)実行会議」
で、経団連会長をはじめ、大企業経営者など独占資本の代表者や、御用学者や、連合会長の意見を
聞くという場を設け、かねてからの経団連の原発復権方針を採用するという形をとって、岸田首相
は原発推進に転じた。原発の新増設や建て替えなどには触れないまま先の参院選挙でも大勝したが、
旧統一教会問題等で支持率が急降下し始めた岸田首相を、今のうちに大いに活用しようという独占
資本の意思と、岸田本人のお役に立ちたいという意思が感じられる。

岸田首相の原発への依存度を下げると主張の裏切り
福島事故以降の歴代政権にならって岸田首相も原発への依存度を下げると主張していたのに、8

月 24 日にはこれを突如転換して①福島原発事故以来 11 年余り封印していた原発の新増設や建て替
えを検討すること、②運転期間の延長によって、来夏以降に新たに７基の再稼働を推進することを
柱にして、原発推進政策をあらわにした。
新増設を検討するのは、「既存の原発ではなく、事故対策が改良された小型原子炉などの次世代型」

というが、これらはまだ海外で試験中の段階で、安全性は少しも実証されていない。そもそも小型
にすれば安全というものでもない。120万ｋＷの原発 1基に対し 30万ｋＷの原発 4基となると、む
しろ事故発生の確率は４倍になるといえる。基本的原理も必要な装置もさほど違わないのだから、
安全な原発などというものは、特に活断層だらけの地震列島ではとうていありえない。
福島事故後に原子炉等規制法改正で原発の運転期間を原則４０年と定め、1 回に限り 20 年延長で

きるとした。それによって 4基が 20年延長され、そのうち関電美浜 3号機が再稼働した。この老朽
炉は中性子脆化が進んでいて、いつ破裂してもおかしくはない。
最長 60年の運転期間をさらに延長するとする。具体的には原子力規制委員会の審査に要した期間

や、定期点検や故障・修理のために停止していた期間を運転期間から除くことによって、事実上伸
ばすことなど、姑息な方法を検討している。すでに再稼働したことがある 10基に加え、新たに 5原
発 7 基（東電柏崎刈羽 6、7 号機、関電高浜 1、2 号機、日本原電東海第二、中国電島根 2 号機、東
北電女川 2号機）の再稼働を目指し、17基稼働体制をもくろむ。
柏崎刈羽では侵入検知器の故障問題など無視して、迫りくる大地震もものかわ、新潟県独自の検

証作業など蹴飛ばそうという。30 キロ圏内に全国最多の 94 万人が住む東海第二原発では義務付け
られている避難計画の策定もいっこうに進まない。独占資本とその政権は福島県民の犠牲など無か
ったかの如く、利潤のためには猪突猛進だ。

電事連の脱炭素＝原発推進


